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Abstract: 
In mega-cities in Asian developing countries, it is necessary to shift travel modes to 
low-carbon one in order to mitigate CO2 emissions. This study aims to examine the 
impact on CO2 emissions from passenger transport of a seamless transportation 
system that utilizes paratransit modes specific to Asian developing countries as a 
feeder transit system. The result shows that CO2 emissions from feeder transit are 
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marginal, compared to emissions from arterial transits, but it is more important to 
reduce travel-time in feeder transit for promoting arterial public transit use. 
Considering the results, the low-carbon feeder paratransit modes, which are 
classified to a taxi type and a mini-bus type, are selected in each neighborhood 
area. 
 
Keywords: Low-carbon transport, Feeder transit system, Paratransit, Asian developing 

countries 

 
１．はじめに 

 

IPCC は，2050 年までに温室効果ガスを半減させる

長期的な目標を掲げている 1)．特に急速な経済成長に

よりCO2排出の大幅な増加が見込まれるアジア途上国

において早急に対策を講じる必要がある．運輸部門は，

モータリゼーションの進展によってCO2排出量は急増

しており，交通起源 CO2排出量削減策の 1 つとして，

公共交通システムの整備が挙げられている．実際，ア

ジア途上国大都市では，高速かつ大量輸送可能な幹線

公共交通システムの整備が進みつつある．しかし，幹

線が整備されたとしても，その端末交通手段の整備が

不十分な場合，幹線利用を妨げ，渋滞解消や CO2排出

量削減の効果を限定的にしてしまう可能性がある．既

に，アジア途上国大都市ではモータリゼーションが進

展していることを考えると，幹線の整備とともに端末

交通手段も適切に導入する必要があるといえる． 

一方，アジア途上国では，パラトランジットと呼ば

れる，輸送容量の小さな交通手段が地域需要に応じて

様々な形をもって発展してきた．パラトランジットは

過剰な供給による客待ちや路肩への駐車が原因の渋滞，

乱雑な運転による事故，車両の整備不足によって安全

性や燃費効率が悪いといった特徴を持つ．しかし，需

要に応じて柔軟なサービスが可能であり，狭い路地で

の走行が可能で，混雑した路上では他の大型車より有

利に走行可能なので，複雑な細街路や道路渋滞が多い

アジア途上国において，有効な交通手段となっている．

そのため，低炭素交通システムをアジア途上国大都市

において構築するために，幹線部の大量輸送機関を整

備するにおいて，その端末交通として既存のパラトラ

ンジットを活用し，公共交通利用を促進していくこと

が必要だと考えられる． 

そこで本研究では，タイのバンコク首都圏を対象に，

様々な車種・運行形態を有するパラトランジットをタ

クシー型，ミニバス型と分類し，それぞれ端末交通へ

の導入によるCO2排出量への影響を推計する．そして，

この結果を用いて，都市内の各地区において最も低炭

素となるパラトランジットを選定する． 
 
２．本研究の位置づけ 

 
（1）アジア途上国における端末交通の重要性 

アジア途上国大都市で公共交通利用が妨げられて

いる原因として，大量輸送機関のネットワークが未だ

不十分であり，それに加えてネットワークへのアクセ

スが困難であることが挙げられる．例えばバンコクで

は，乗用車交通量が多く歩道整備も不十分であるので，

徒歩や自転車による移動が危険かつ困難である2)．ま

た，アジア諸国の熱帯性の気候も，歩行によるアクセ

スを阻害する要因となっている． 

加えて，渡邉ら 3)はバンコクを含めた都市別の街路

構造の比較を行い，ソイと呼ばれる行き止まりの細街

路の存在が幹線道路や公共交通へのアクセスを難しく

していることを指摘している．バンコクの街路構造は，

幹線道路や街路が密に連結したグリッド型というより

は，幹線道路から独立したソイが枝分かれするツリー

型に形成されており，ソイの出口での交通渋滞が発生

しやすくなるなど，交通移動の容易性にも負の影響を
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種別の実燃費と走行速度に依存する燃費式11)を用いて

燃料消費量を算出することで，各車種別の燃料消費量

とした．求められた燃料消費量に燃料別の排出係数を

用いてCO2排出原単位を算出する． 

 

 
i

jjj iEiliqiCO )()()(2 ・・   (2) 

ここで， 

CO2j(i)：機関jのリンクiからのCO2排出量(g- CO2) 

qj(i)：機関jのリンクiの交通量(台) 

l(i)：リンクi の延長(m) 

Ej(i)：機関jのリンクi におけるCO2排出原単位(g-CO2/

台・km) 

 

端末交通所要時間は幹線交通分担率に影響するため，

本モデルで推計した端末交通所要時間を幹線交通モデ

ルにインプットし幹線分担率を再推計する．このフィ

ードバックについて繰り返し計算を行い，端末と幹線

交通のそれぞれからのCO2排出量を推計する． 

 

４.バンコク首都圏における低炭素端末パラトラン

ジットの選定 

 

（1）端末交通システム導入時の所要時間・CO2排出

量推計結果 

表1で示したパラトランジットをそれぞれ端末交通

に導入した場合の，端末交通における所要時間・CO2

排出量と鉄道需要量の関係を図6，7に示す．所要時間

は，需要の少ない場合はドアトゥドアで運行を行うタ

クシー型で優位である．需要が大きくなるにつれて，

タクシー型では往復回数が増加し待ち時間が増えるこ

とから，乗車可能人数の大きいミニバス型での輸送が

所要時間において優位となっていく． 

トリップ当たりCO2排出量については，タクシー型

では，需要が少ない場合では運行回数も少なく，乗用

車と比べて燃費が良いのでCO2排出量が乗用車より小

さくなるが，需要が大きくなり，運行回数の増加や混

雑の影響を受けると，CO2排出量が大きく増加する．

しかし，これをミニバス型の排出量と比較すると，全

ての需要レベルにおいて，輸送容量の大きいミニバス

型において少ないという結果になった． 

 

（2）都市内地区別の低炭素端末パラトランジット

選定結果 

端末パラトランジット別のCO2排出量について，幹

線交通からCO2排出量と比較したところ（図8），端末

交通において発生するCO2排出量は幹線交通からの排

出量の2～6%に留まる結果となった．このことから，

低炭素な端末パラトランジットを選定するためには，

 

図 6 鉄道需要-端末所要時間関係 

 

 

図 7 鉄道需要-端末CO2排出量関係 

 

 

図 8 幹線と端末のCO2排出量比較 
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端末交通起源CO2排出量を基準にするのではなく，幹

線公共交通の分担率を上げるために端末交通所要時間

を最も削減する交通機関を基準とする方が有効と考え

られる． 

このような点を踏まえ，パラトランジットを導入し

た際の都市内各地区における端末交通所要時間を算出

し（図9），都市内地区別に所要時間を最小化する端末

交通の交通機関を選定した（図10）．都心や鉄道沿線部

では，人口密度が高く鉄道の分担率が高く，端末パラ

トランジットの需要が大きくなる．そのため，このよ

うな地区では，輸送能力の高いSilor-lekやSongtaewとい

ったミニバス型が，タクシー型のパラトランジットと

比較して所要時間が短く利便性が高い．一方で，乗用

車利用の多い郊外部では，端末パラトランジットの需

要の低いため，ドアトゥドアの移動を可能とするTuk 

tukやMotorsaiといったタクシー型のパラトランジット

の所要時間が短くなることが示された． 

また，端末交通の所要時間を最小化する端末交通を

導入した場合と，現状の需要追随型の供給のように都

心や鉄道沿線にタクシー型，郊外にミニバス型のパラ

トランジットを導入した場合を BAU シナリオとし，

それぞれパラトランジットを導入した場合について，

都市内交通起源 CO2排出量を比較した結果を図 11 に

示す．各地区で最も端末交通所要時間を最小化する端

末パラトランジットを導入すると，乗用車利用から鉄

道利用への転換によって総CO2排出量は約14%削減さ

れる．このため，都市内各地区の端末交通の所要時間

削減による幹線公共交通利用促進が，端末交通での

CO2排出量削減より低炭素性が高いことが示された． 

 

５.結論 

 

本研究では，アジア途上国にて低炭素交通システム

を構築するために，パラトランジットを幹線公共交通

システムの端末交通として位置づけ，有効な端末交通

機関を選定した．パラトランジットをタクシー型とミ

ニバス型に分けると，その輸送容量や運行形態の違い

によって，端末交通の所要時間，CO2排出量に与える

影響が異なる．トリップ当たりCO2排出量はミニバス

 

図9 導入パラトランジット別 端末交通所要時間 
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図 10 端末交通所要時間最少の端末パラトランジット 

 

 

図 11 端末パラトランジットによるCO2排出量変化 
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型がタクシー型より低い一方で，所要時間への効果は

需要の大きな地区ではミニバス型が，需要の小さな地

区ではタクシー型が大きいということが示された． 

しかし，いずれの端末パラトランジットについても，

端末交通から排出されるCO2排出量は，幹線交通から

の排出量に比べて大きくはない．このため，端末交通

のCO2排出量の最小化は必ずしも低炭素な交通システ

ムにつながらず，幹線公共交通の利用を促進するため

にはむしろ所要時間の削減が重要であると考えられる．

そこで，端末交通の所要時間を最小化するパラトラン

ジット機関を選定した結果，幹線公共交通の利用者の

多い都心や鉄道沿線地区ではミニバス型が，幹線公共

交通の需要の少ない郊外地区ではタクシー型が効果的

となることが分かった．そして，端末交通の所要時間

を最小にする端末パラトランジットの導入は，現状の

ような需要追随型の端末パラトランジット導入よりも，

都市内交通起源CO2排出を約14%削減可能であること

が示された． 

以上の結果は，アジア途上国大都市において，端末

パラトランジットをより体系的に整備することが，低

炭素な交通システムを実現する上で有用であることを

示している．所要時間最小化の交通システムは，自然

発生的な需要追随型のパラトランジット普及でも成り

立つかもしれない．しかし，アジア途上国都市の現況

では，パラトランジットは個別に運営されているため，

幹線・端末交通の区別が明確でなく様々な交通機関と

競合してしまい，必ずしも効率的な端末交通システム

が形成されているとはいえない．これより，低炭素な

都市交通システムを整備する上で，パラトランジット

運営をより組織化し，統合的な幹線・端末交通システ

ムを計画することは重要と考えられる．このような点

を踏まえ，端末交通システムを含めた階層的な都市交

通システムの有用性や運営について，今後より一層の

分析が期待される． 
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